
第
六
十
八
条
の
十
三
、
第
六
十
八

条
の
十
四
第
二
項
、
第
三
項
及
び

第
五
項
、
第
六
十
八
条
の
十
五
第

二
項
、
第
三
項
及
び
第
五
項
並
び

に
第
六
十
八
条
の
十
五
の
二

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
三
、
新
租
税
特
別
措

置
法
第
六
十
八
条
の
十
四
第
二
項
、
第
三
項
及
び
第
五
項
、

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
五
第
二
項
、
第
三
項

及
び
第
五
項
並
び
に
新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十

五
の
二

第
三
項

次
条
第
二
項

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
二
項

第
四
項

第
四
十
二
条
の
五
第
二
項

平
成
二
十
三
年
改
正
法
附
則
第
五
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
な

お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
平
成
二
十
三
年
改
正

法
第
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法

（
第
十
二
項
に
お
い
て
「
旧
効
力
措
置
法
」
と
い
う
。）第
四

十
二
条
の
五
第
二
項

第
五
項

第
六
十
八
条
の
九
第
十
一
項
（
前

条
第
七
項

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
九
第
十
一
項
（
新
租
税

特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
九
の
二
第
七
項

次
条
第
五
項
、
第
六
十
八
条
の
十

一
第
五
項

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
五
項
、
新
租
税
特

別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
一
第
五
項

第
六
十
八
条
の
十
三
第
四
項
、
第

六
十
八
条
の
十
四
第
五
項
、
第
六

十
八
条
の
十
五
第
五
項
、
第
六
十

八
条
の
百
第
一
項
及
び
第
六
十
八

条
の
百
八
第
一
項

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
三
第
四
項
、
新
租
税

特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
四
第
五
項
、
新
租
税
特
別
措

置
法
第
六
十
八
条
の
十
五
第
五
項
、
新
租
税
特
別
措
置
法
第

六
十
八
条
の
百
第
一
項
及
び
新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八

条
の
百
八
第
一
項

第
十
二
項

第
四
十
二
条
の
五
第
二
項

旧
効
力
措
置
法
第
四
十
二
条
の
五
第
二
項

同
法
第
二
条
第
三
十
一
号

法
人
税
法
第
二
条
第
三
十
一
号

第
四
十
二
条
の
五
第
三
項

旧
効
力
措
置
法
第
四
十
二
条
の
五
第
三
項

第
十
三
項

又
は
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八

条
の
十
第
二
項

又
は
経
済
社
会
の
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
税
制
の
構
築
を

図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

二
十
三
年
法
律
第
百
十
四
号
）
附
則
第
七
十
二
条
の
規
定
に

よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
法
第
十
九

条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
（
以
下
「
旧

効
力
連
結
措
置
法
」
と
い
う
。）第
六
十
八
条
の
十
第
二
項

並
び
に
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十

八
条
の
十
第
二
項

並
び
に
旧
効
力
連
結
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
二
項

第
十
四
項

「
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条

の
十
第
五
項
（

「
経
済
社
会
の
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
税
制
の
構
築
を
図

る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二

十
三
年
法
律
第
百
十
四
号
）
附
則
第
七
十
二
条
の
規
定
に
よ

り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
る
同
法
第
十
九
条

の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
（
以
下
「
旧
効

力
連
結
措
置
法
」
と
い
う
。）第
六
十
八
条
の
十
第
五
項
（

租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の

十
第
五
項
」

旧
効
力
連
結
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
五
項
」

及
び
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八

条
の
十
第
五
項

及
び
旧
効
力
連
結
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
五
項

第
二
項

第
六
十
八
条
の
十
五
の
二

第
六
十
八
条
の
十
五
の
二
並
び
に
経
済
社
会
の
構
造
の
変
化

に
対
応
し
た
税
制
の
構
築
を
図
る
た
め
の
所
得
税
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
十
四
号
）

附
則
第
七
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る

も
の
と
さ
れ
る
同
法
第
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租

税
特
別
措
置
法
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
旧
効

力
措
置
法
」
と
い
う
。）第
六
十
八
条
の
十
第
二
項
、
第
三
項

及
び
第
五
項

調
整
前
連
結
税
額
の
百
分
の
二
十

に
相
当
す
る
金
額

調
整
前
連
結
税
額
の
百
分
の
二
十
に
相
当
す
る
金
額
（
旧
効

力
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
供

用
年
度
の
連
結
所
得
に
対
す
る
調
整
前
連
結
税
額
か
ら
控
除

さ
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
金
額
を
控
除
し
た
残

額
）

帰
せ
ら
れ
る
金
額
の
百
分
の
二
十

に
相
当
す
る
金
額

帰
せ
ら
れ
る
金
額
の
百
分
の
二
十
に
相
当
す
る
金
額
（
旧
効

力
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
供

用
年
度
の
連
結
所
得
に
対
す
る
調
整
前
連
結
税
額
か
ら
控
除

さ
れ
る
金
額
の
う
ち
当
該
中
小
連
結
親
法
人
又
は
そ
の
中
小

連
結
子
法
人
に
帰
せ
ら
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該

金
額
を
控
除
し
た
残
額
）

第
三
項

控
除
さ
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に

は
、
当
該
金
額

控
除
さ
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
又
は
旧
効
力
措
置
法
第
六
十

八
条
の
十
第
二
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
連

結
事
業
年
度
の
連
結
所
得
に
対
す
る
調
整
前
連
結
税
額
か
ら

控
除
さ
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
金
額

又
は
そ
の
連
結
子
法
人
に
帰
せ
ら

れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
当

該
金
額

若
し
く
は
そ
の
連
結
子
法
人
に
帰
せ
ら
れ
る
金
額
が
あ
る
場

合
又
は
旧
効
力
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
二
項
若
し
く
は

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
連
結
事
業
年
度
の
連
結
所
得
に

対
す
る
調
整
前
連
結
税
額
か
ら
控
除
さ
れ
る
金
額
の
う
ち
当

該
連
結
親
法
人
若
し
く
は
そ
の
連
結
子
法
人
に
帰
せ
ら
れ
る

金
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
金
額

同
項

前
項

平成™š年˜™月™日 金曜日 (号外特第œ™号)官 報

２

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
第
九
項
及
び
第
十
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
連
結
確
定
申
告
書
等
の

提
出
期
限
が
到
来
す
る
法
人
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
連
結
確
定
申
告
書
等
の
提
出
期
限
が
到
来
し
た
法

人
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
中
小
連
結
法
人
が
機
械
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
七
十
四
条

新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
一
第
九
項
及
び
第
十
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
連
結
確
定

申
告
書
等
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
法
人
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
連
結
確
定
申
告
書
等
の
提
出
期
限
が

到
来
し
た
法
人
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
連
結
法
人
が
事
業
基
盤
強
化
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
等
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
に
関
す
る
経

過
措
置
）

第
七
十
五
条

連
結
親
法
人
又
は
当
該
連
結
親
法
人
に
よ
る
連
結
完
全
支
配
関
係
に
あ
る
連
結
子
法
人
が
平
成
二
十
四

年
四
月
一
日
前
に
取
得
又
は
製
作
を
し
た
旧
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
二
第
一
項
に
規
定
す
る
事
業
基
盤

強
化
設
備
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２

旧
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
二
第
五
項
に
規
定
す
る
連
結
法
人
の
法
人
税
法
第
十
五
条
の
二
第
一
項
に

規
定
す
る
連
結
親
法
人
事
業
年
度
が
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
前
に
開
始
し
た
連
結
事
業
年
度
分
の
法
人
税
に
つ
い

て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
連
結
法
人
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
負
荷
低
減
推
進
設
備
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控

除
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
七
十
三
条

前
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
新
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
十
の
規
定
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
同
条
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字

句
と
す
る
。
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